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電気通信番号規則の一部改正について 

 

 

Ⅰ 改正の概要  

電気通信回線設備に接続する端末設備を識別するための電気通信番号（以下、「Ｉ

ＭＳＩ」(International Mobile Subscription Identity)という。）については、

現在携帯電話で使用されている。本年５月のＩＴＵ－Ｔ勧告Ｅ．２１２の改定によ

りＩＭＳＩの使用条件が緩和されたことに加え、国内でも新たにＢＷＡアクセスサ

ービス等での使用が想定されることから、ＩＭＳＩを携帯電話以外のサービスにつ

いても使用可能とすることを内容とする電気通信番号規則（平成９年郵政省令第８

２号）の改正を行う。 

 

Ⅱ 経緯  

(1) 現行の電気通信番号規則第８条では、ＩＭＳＩについて、「携帯電話に係る端

末設備を識別するための電気通信番号（移動電話端末を識別するための電気通信

番号を規定する国際電気通信連合条約に基づく勧告に準拠したものに限る。）」と

規定されており、現状、携帯電話事業者※1に対して番号の指定が行われている。 

※１ ＮＴＴドコモ、ＫＤＤＩ（沖縄セルラーを含む）、ソフトバンクモバイ

ル及びイー・モバイル 

(2) 本年５月のＩＴＵ－Ｔ勧告Ｅ．２１２の改定により、ＩＭＳＩの使用条件が緩

和され、移動端末や移動体サービスに限定されず、電気通信サービスを提供する

公衆電気通信網において使用できることとなったところである。 

(3) 国内では、広帯域移動無線アクセスシステム（ＢＷＡ）に関して特定基地局の

開設認定を受けたウィルコム及びＵＱコミュニケーションズより、次世代ＰＨＳ

及びＷｉＭＡＸについて、国際標準規格に基づき、国際ローミング等を実現する

ためにＩＭＳＩ使用の要望があったところであるが、上述のとおり、現行の電気

通信番号規則第８条の規定では「携帯電話に係る端末設備を識別するため」とし

ており、ＢＷＡアクセスサービスでは使用することはできない。 

(4) また、ＦＷＡアクセスサービスのうち地域ＷｉＭＡＸについては、ＢＷＡアク

セスサービスのＷｉＭＡＸと同じ国際標準規格を採用していることから、今後Ｉ

ＭＳＩの使用要望が生じる可能性があるが、ＢＷＡアクセスサービスと同様、現

行の電気通信番号規則ではＩＭＳＩを使用することができない。 

(5) 今後、様々なサービスにおいてＩＭＳＩの使用要望が生じる可能性を踏まえ、

ＩＴＵ－Ｔ勧告Ｅ．２１２の改定に伴い規定を見直す必要がある。 
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Ⅲ 改正案の内容  

(1) 本年５月に行われた国際電気通信連合条約に基づく勧告（ＩＴＵ－Ｔ Ｅ．２

１２）の改定に伴い、ＩＭＳＩを携帯電話以外のサービスについても使用可能と

するための改正を行う。（第８条関係） 

(2) ＩＭＳＩの指定要件について、基地局の無線局免許を有さない電気通信事業者

であっても、ＩＴＵ－Ｔ勧告への準拠の下、電気通信回線設備に接続する端末設

備を識別する設備を設置すればＩＭＳＩを使用可能とするための改正を行う。

（別表第二関係） 

(3) 本改正案は、公布の日から施行することとする。（附則関係） 
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